平成23年度に県が発注する建設工事の特定調達契約に係る一般競争入札の参加者の資格等
地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規定に基づき、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの間に高知県が発注する建設工事（建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に規定する建設工事をいう。以下同じ。）の契約で地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）第４条に規定する特定調達契約に該当するものに係る一般競争入札（以下「一般競争入札」という。）に参加する者に必要な資格、資格審査の申請の方法等について次のとおり定める。
１　一般競争入札に参加する者に必要な資格等
(１)　一般競争入札に参加することができる者は、一般競争入札の参加資格に関する審査（建設業法第27条の23に規定する経営事項審査を含む。以下「資格審査」という。）をし、高知県建設工事一般競争入札参加資格者登録名簿（以下「資格者登録名簿」という。）への登録を決定した者とする。ただし、知事が別に定める様式による建設工事一般競争入札参加資格審査申請書（以下「申請書」という。）を知事に提出する日において、次に掲げる事項のいずれかに該当する者は、一般競争入札に参加する資格を有しない。
なお、資格審査による格付は、行わない。
ア　希望する建設工事について建設業法に基づく建設業の許可を受けていない者
イ　申請書を提出する日の前日までに納期限の到来した国税、都道府県税又は区市町村税を滞納している者
ウ　手形又は小切手の不渡り事故を引き起こし、銀行当座取引を停止されている者
エ　破産者で復権を得ないもの
オ　その他経営状態が著しく不健全であると認められる者
(２)　次に掲げる事項のいずれかに該当する者は、その者の申請により随時資格審査を行い、営業の同一性が認められるときは、資格者登録名簿に登録するものとする。
ア　資格者登録名簿に登録されていない者で、新たに一般競争入札に参加しようとするもの
イ　資格者登録名簿に登録されている者と他の資格者登録名簿に登録されている者又は資格者登録名簿に登録されていない者とが合併した場合
ウ　資格者登録名簿に登録されている個人が法人組織に変更した場合
エ　資格者登録名簿に登録されている者又は資格者登録名簿に登録されていない者が他の資格者登録名簿に登録されている者から営業の全部又は一部を譲り受けた場合
オ　資格者登録名簿に登録されている者が会社分割を行ったことにより、資格に関する営業を承継した（会社分割により新たに設立する会社に承継するときを含む。）場合
カ　資格者登録名簿に登録されている者と他の資格者登録名簿に登録されている者又は資格者登録名簿に登録されていない者とが中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第185号）に基づく協業組合を設立した場合
(３)　(２)のエ又はオに掲げる事項に該当する場合において、営業の一部を譲り渡した会社又は会社分割を行った会社が引き続き資格の一部を有するときは、当該営業の一部を譲り渡した会社又は会社分割を行った会社は、営業の一部を譲り受けた会社又は資格に関する営業を承継した会社と同時に資格審査を申請しなければならない。
２　資格審査の申請の方法
資格審査を受けようとする者は、申請書及び知事が別に定める様式による添付書類（以下「添付書類」という。）を知事に   提出しなければならない。
３　申請書等に使用する言語
申請書及び添付書類の記載に使用する言語は、日本語とする。
４　申請書の変更の届出
申請書を提出した後、次に掲げる事項に変更があったときは、変更届（様式は、任意とする。）を直ちに知事に提出しなければならない。
(１)　営業所の名称又は所在地
(２)　商号又は名称
(３)　法人にあっては代表者の氏名、個人にあってはその者の氏名
(４)　(１)から(３)までに掲げるもののほか、営業に関する重要な事項
５　資格の取消し
知事は、資格者登録名簿に登録されている者が次の各号のいずれかに該当するときは、その資格を取り消すものとする。
(１)　資格者登録名簿に登録された日以後に、１の(１)のア及びウからオまでに掲げる事項のいずれかに該当すること となったとき。
(２)　申請書及び添付書類の記載事項について故意に記載せず、又は虚偽の記載をしたとき。
(３)　その資格を辞退したとき。
６　資格の再審査
次に掲げる事項に該当した者は、直ちにその旨を知事に報告しなければならない。この場合、その者の申請により、知事が別に定める資格の再審査を行うものとする。
(１)　会社更生法（平成14年法律第154号）による会社更生手続開始の申立てを行った者
(２)　特定債務等の調整の促進のための特定調停に関する法律（平成11年法律第158号）による特定債務等の調整に係る調停の申立てを行った者
(３)　民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てを行った者
７　資格の有効期間及び当該有効期間の更新手続
(１)　資格の有効期間
資格者登録名簿に登録された日から平成24年３月31日まで  とする。
  (２)　資格の有効期間の更新手続
(１)の資格の有効期間の更新を希望する者は、平成24年３月中に平成24年度の資格審査に関する告示をする予定であるので、当該告示に基づき必要な申請書及び添付書類を提出すること。
８　その他
平成16年８月高知県告示第543号（高知県建設工事競争入札参加資格審査要綱）、平成17年７月高知県告示第538号（高知県建設工事競争入札参加資格審査要綱の一部改正）、平成18年８月高知県告示第556号（高知県建設工事競争入札参加資格審査要綱の一部改正）、平成19年８月高知県告示第492号（高知県建設工事競争入札参加資格審査要綱の一部改正）及び平成22年９月高知県告示第522号（高知県建設工事競争入札参加資格審査要綱の一部改正）若しくは平成18年12月高知県告示第771号（高知県建設工事競争入札（高知県外に主たる営業所を有する建設業者）参加資格審査要綱）及び平成19年11月高知県告示第727号（高知県建設工事競争入札（高知県外に主たる営業所を有する建設業者）参加資格審査要綱の一部改正）に係る参加資格に関する審査の結果、高知県建設工事入札参加資格者名簿に登録されている者又は平成22年３月高知県告示第119号（平成22年度に県が発注する建設工事の特定調達契約に係る一般競争入札の参加者の資格等）に係る資格審査の結果、資格者登録名簿に登録されている者は、資格者登録名簿への登録を決定した者とみなす。この場合において、その者の一般競争入札の参加資格の有効期間は、高知県建設工事入札参加資格者名簿又は資格者登録名簿に登録された日から平成24年３月31日までとする。

